
教育訓練給付制度の概要と活⽤の流れ

教育訓練給付とは、労働者が、厚生労働大臣が指定する教育訓練を受けた場合に、負担した費用の一部を雇用保険により
⽀援する制度です。⽀給を受けるためには、
１．教育訓練実施者が、講座について厚生労働大臣の「指定」を受けること、
２．当該指定講座を受講する労働者が、教育訓練給付の要件を満たし、かつ、ハローワークで⽀給申請⼿続を⾏うこと
が必要です。

指定基準を満たす講座を
有する教育訓練実施者

中央職業能⼒開発協会
【2018〜2020年度申請窓⼝

（厚⽣労働省委託）】③講座を
教育訓練として「指定」

受給要件を
満たす者

①⼊学・講座を修了
（受講料を⾃ら負担）

住居所を管轄する
ハローワーク

②給付申請手続き

①指定の申請

③支払った費用の
一定割合を「給付」

１．教育訓練実施者が、講座について厚生労働大臣の「指定」を受けること
厚⽣労働省

②指定基準を満たすか
どうか審査

厚生労働大臣の
「指定」を受けた講座

２．当該指定講座を受講する労働者が、
教育訓練給付の要件を満たし、かつ、⽀給申請⼿続を⾏うこと

厚⽣労働⼤⾂の「指定」を受けるためには、指定の申請を⾏うこと
が必要です。申請は年２回受け付けてます。

「指定」申請の手続きについてのページ
※厚⽣労働省HPに掲載している「教育訓練施設向けパンフレット」を参照の上、「教育訓
練給付⾦講座指定申請様式集」をダウンロードし、必要事項を記載の上、受付期間に、
中央職業能⼒開発協会【2018〜2020年度申請窓⼝（厚⽣労働省委託）】に、提
出してください。

講座を運営する事業者（スクール）の方へ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roud
ou/jinzaikaihatsu/kyouiku_shitei.html

※厚⽣労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/index.html）トップページの右上の
検索窓⼝で、「講座を運営する事業者（スクール）の⽅へ）」ワードを⼊れて検索ください。
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「指定」
講座
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指定申請の受付期間
指定申請された講座についての

調査及び審査

遅くともこの時点までには、
講座の実績、それぞれの類型に該当する

こと（※養成課程の指定等）
が公式に確認ができていることが必要

一般教育訓練
指定・不指定の
決定

講座指定の申請手続について（申請の時期、申請書類の記入方法、指定基準等）
中央職業能⼒開発協会 能⼒開発⽀援部教育訓練⽀援課 電話 03-6758-2828・2824・2825

その他給付の対象となる講座に関することについて
厚⽣労働省⼈材開発統括官付若年者・キャリア形成⽀援担当参事官室
電話 03-5253-1111（内線︓5398・5390）

お問い合わせ先

各公共職業安定所 教育訓練給付申請窓口
（連絡先一覧）https://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html

お問い合わせ先

【専門実践教育訓練】
• 受講費用の５割（上限年間40万円）を半年に⼀回⽀給
• 資格取得等し、かつ修了１年以内に雇⽤保険の被保険者として就職した場合等に、受

講費⽤の２割（上限年間16万円）を追加給付
【特定一般教育訓練】
• 受講費用の４割（上限20万円）を訓練修了後に⽀給
【一般教育訓練】
• 受講費用の２割（上限10万円）を訓練修了後に⽀給

給付内容

専門実践教育訓練及び特定一般教育訓練の場合には、講座の受講開
始１ヶ月前までに、訓練前キャリアコンサルティングを受け、ジョブ・カードを
作成し、ハローワークにおいて、受給資格確認を⾏うことが必要
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人材開発支援助成金

●訓練実施計画届の作成
●支給申請書の作成
※訓練経費は全額事業主負担
※雇用保険適用事業所であること

●助成金申請書類の受理
●申請内容の審査
●助成金の支給
●必要に応じて訓練内容の調査

労働局

事業主

●訓練の受講（職務に関連した専門的な
知識及び技能の習得）
※正社員であること

②訓練の実施⑤助成⾦の⽀給

たとえば、従業員１名が
訓練期間１ヶ月（総訓練時間数 ３０時間）の
平日昼間の訓練課程（受講料432,000円／人）
を受講する場合の助成額は・・・

●経費助成：150,000円（受講料×４５％）
※経費助成１人あたり上限額 15万円

●賃金助成： 22,800円（30H×760円）

支給総額 ： 172,800円

教育訓練機関

●民間教育訓練機関等が従業員に対して10時間
以上の訓練を実施

①訓練実施計画届の申請

③訓練経費の支払い

④支給申請

【訓練実施計画届の申請から助成金の支給までのながれ】

【助成額の具体例（中小企業において特定訓練コースを活用する場合）】
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□ 都道府県労働局一覧 （平成３１年４月１日現在）
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